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研究成果の概要（和文）： 

本研究では「小地域福祉ガバナンス」について概念を整理し、福祉ガバナンスを小地域にお
ける福祉解決ルールや仕組みととらえると同時に、島根県松江市、三重県伊賀市、宮崎県都城
市のソーシャルワーカーに対してインタビュー調査を実施し、日本の事例の類型化を図った。   
日本における対応困難事例(ビネット)と分析枠組み(発見、キーパーソン、連携、資源動員、

マクロ的支援)を設定し、国際比較研究(イギリス、アメリカ、ノルウェー、スウェーデン、韓
国)を実施し、小地域におけるソーシャルワークの展開が当事者の自立、問題解決にどのように
貢献するのか明らかにし、事例を用いた現任研修プログラム開発を図った。 
 

研究成果の概要（英文）： 

In this project, 7 steps were taken: Firstly, the concept of “community-based welfare 

governance” was theoretically clarified, and hypothesized that it could have the capacity of 

and system to solve the matters concerning the welfare of individuals in a community.  

Secondly, interviews were conducted with social workers in several cities. Thirdly, with the 

findings from the interviews, Japanese cases of community-based welfare governance were 

typified. Then, vignettes were made, withdrawing from actual hard-to-tackle cases in 

Japan, as the fourth step, and an analytical framework was developed using such concepts 

as discovery, key person, collaboration, resource mobilization, and macro support. As the 

fifth step, international comparative research was conducted, using the vignettes as the 

research tool, in the U.K., U.S., Norway, Sweden, and South Korea. The analysis of the 

comparative research shed light on how social work development in a small community 

contributes to the self reliance of those affected and resolution of challenges, which was the 

sixth step.  And lastly, training programs for experienced social workers were developed 

by using vignettes. 
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１．研究開始当初の背景 

 地域福祉の分野では、従来から様々な小地
域活動が評価されてきた。介護保険法改正
(2005)では「日常生活圏域」という概念が提
示され、厚労省社会援護局による「これから
の地域福祉のあり方に関する研究会」報告書
(2008)でも小地域への期待と関心はますます

高まっている。イギリスにおいては、シーボ
ーム改革以降、エリアオフィスの設置やパッ
チシステムの導入など、小地域におけるソー
シャルワークの展開が進められてきたが、
「サービスの供給」「住民の参画」「意思決定
システム」の関係が議論されないまま今日に
至っている。また、スウェーデンではコミュ
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ーンにおけるローカル・ガバナンスが北欧モ
デルとして注目されてきたが、小地域単位の
ソーシャルワーク機能の状況への言及は少
ない。日本においても、「地域内分権」の制
度化が進められている中で、公民協働による
ローカル・ガバナンスが不可欠であり、小地
域における福祉ガバナンスの確立は急務で
ある。以上の背景を踏まえ、小地域における
「福祉ガバナンス」の構築や展開の過程にお
いて、ソーシャルワークがどのように機能し
ているかを明らかにすることは喫緊の課題
である。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、（1）小地域単位の「福
祉ガバナンス」の概念をより明確化し、日本
国内の事例を類型化すること、地域を基盤と
したソーシャルワークの観点から（2）小地
域における「福祉ガバナンス」の構築の中で
ソーシャルワークがどう機能しているのか、
また、（3）住民の生活課題を解決する上で
ソーシャルワークがどう展開されているの
かを分析し、明らかにすること、さらに（4）
「福祉ガバナンス」の形態が全く異なる国と
の比較検討を通じて、福祉ガバナンスの確立
と展開におけるソーシャルワーク機能と役
割を理論的、実証的に明らかにすることであ
る。 

 

３．研究の方法 

 本研究の方法は、(1)定例研究会開催(年 4
～5回)、(2)日本国内先進事例調査研究(島根
県松江市、三重県伊賀市、宮崎県都城市)、
(3)海外現地調査(イギリス、アメリカ、ノル
ウェー、スウェーデン、韓国等による相互研
鑽)、(4)国内外での口頭発表、論文発表であ
る。定例研究会では主に「福祉ガバナンス」
の概念整理、各地域、各国の福祉ガバナンス
の考察、現地調査の手法の検討、各調査の結
果分析等を行う。国内外の現地調査では、コ
ミュニティ・アクション・ネットワーク(ソ
ーシャルワーカー、近隣住民、行政職員、自
治体議員、警察、ボランティア、福祉事業者
等)を構成するメンバーに対して、インタビ
ュー(半構造化面接)を行い、小地域単位の課
題解決方法をモデル化し、比較検討を行う。
海外事例については、海外研究者と共同研究
として調査を実施する。研究結果は国内外の
学会で発表し、最終年度にまとめ、出版する。 
 
４．研究成果 
研究目的にそって、日本と海外における調

査から得た成果について記す。 
(1)「小地域福祉ガバナンス」の概念の整理
と日本の事例の類型化 
「小地域福祉ガバナンス」研究は、「環境汚
染」「災害による荒廃」「貧困の連鎖」「経済

的格差」「人口減」「少子高齢社会」などによ
る「生活のしづらさ」「生きづらさ」を抱え
て生き続けなければならない者の生活課題
を生活当事者や住民とともに、ガバナンスの
あり様を明確にし、生活課題を解決していこ
うとする取り組みの総体としての研究であ
るとも言える。 
ソーシャルワークは社会福祉学を根拠の

理論としているが、種々の学問が存在する中
で、分析、解釈、説明の学問と異なり、問題
を解決していくために政策をふまえ、理念・
理論にもとづき方法・技術を駆使して、「今、
ここに」存在するひとりの人間としての生活
をどうにか維持・継続できるようにしていく
支援の総体であり実践の学といえる。それだ
けに、「解決」したのかしていないのか、結
果が求められる。そしてだれにとっての解決
なのか、どのようなプロセスを得ての結果な
のか、さらに、個人や家族、近隣住民、友人
などはより良い生活（wellbeing）や自己実
現（fulfillment）を手に入れたのであろう
か。そしてその解決は社会にとっての社会正
義（social justice）の実現の線上にあるの
であろうか。社会福祉を実現していくための
方法の総体をソーシャルワークとするなら
ば、その展開はそれぞれの国や地域のつくら
れ方や文化、経済、政治、環境などの違いに
よって異なると予測される。 
福祉ガバナンスを小地域における福祉解

決ルールや仕組みととらえ、まず日本国内の
宮崎県都城市、三重県名張市、島根県松江市
などのソーシャルワーカーに対しての調査
から以下の点が明らかになった。 
 小地域福祉ガバナンスの多様性と同時に、
①小地域における問題の発見のキーパーソ
ンは、民生委員であり、民生委員との連携が
小地域における問題発見にとって重要なこ
と、②「身近な地域」に初期総合相談窓口が
設置されることで、地域包括ケアの仕組みが
機能すること、③ソーシャルワーカーが地域
住民と情報を共有する場や機能が重要であ
ること、④ソーシャルワーカーが関わること
で、住民・地域が力を発揮しやすくなること、
が小地域における問題解決の仕組みに共通
した要素であることが示唆された。 
 
（2）事例(ビネット)を用いた国際比較研究
と現任研修プログラム開発 
小地域におけるソーシャルワークの展開

が当事者の自立、問題解決にどのように貢献
するのかの基礎的データを収集するために、
日本国内における対応困難事例 5事例を参考
に、それらの事例に対する地域を基盤とした
ソーシャルワークの機能や「福祉ガバナン
ス」構築に関わる方法、社会的資源などを導
きだし、それを分析枠組み（発見、キーパー
ソン、連携、資源動員、マクロ的支援）とし



 

 

て設定した。調査対象国では、対応困難事例
5 事例と分析枠組みを用い、地域を基盤とし
たソーシャルワークを展開している実践者
および当該領域を専門とする研究者に対し
てインタビュー調査を実施した。 
調査の結果から、事例に対して、各国のソ

ーシャルワーカーの取り組み方の違いと、ど
の国においても同様のソーシャルワークの
原則的な関与があることが明らかになった。 
福祉領域における国際比較研究は制度や

法に関する比較が主で、それらの比較が必ず
しも具体的なソーシャルワークの援助方法
や、地域で生活を営む住民に対する具体的な
支援方法にまで言及するものではなかった
が、本研究の成果は福祉領域における国際比
較の新たな調査方法の開発という点におい
て一定の成果をあげたと考えられる。 
本調査研究により小地域のガバナンス形

成におけるソーシャルワークの目指すもの
が明確になりつつあることと、ソーシャルワ
ークの展開過程にも一石を投げかける結果
を得ることができた。 
 また、ビネットを用いた現任研修プログラ
ム開発研究では、日本におけるソーシャルワ
ーカーの対応困難事例 5事例に対する接近方
法や取り組み方に関して、調査をすることと
なった。 
ガバナンス形成はソーシャルワーカー自身
の情報・技術習得力、理解力、自己覚知力、
調整力、協働力、など自己統治力（セルフガ
バナンス）を通して、総体としての実践力を
形成することができる。つまり「ケアのガバ
ナンス」として、結実するとの仮説から、研
修の位置づけを、「調査」と「研修」の 2 つ
の目的を同時に達成する中でガバナンス能
力を測り、能力を形成しようとした。2 つの
実験的な研修から、今回の取り組みの限界と
今後への方向性が明確になった。 
 さらに、『Green Social Work』の提唱者で
あるイギリスダーラム(Durham)大学ドミネ
リ教授(Lena Dominelli)と同大学のソーシャ
ルワーク専門職養成分野の専門家であるヘ
レン先生(Helen Mary Charnley)による講演
会及び国際セミナーを開催した。結果、災害、
環境、教育、専門職養成等、日英におけるソ
ーシャルワークについて国際的視点から議
論し研究協議を行うことができたと同時に、
国際共同研究の見通しが立った。 
 本研究の成果は、『福祉ガバナンスとソー
シャルワーク』(「2014 年度科学研究費助成
事業研究成果公開促進費(学術図書)」助成決
定)として刊行される予定である。 
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